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論文内容の要旨

固体中を伝播する超音波の伝播特性(音速，偏り方向〉が固体の応力に依存して変化する現象を音弾性効果と呼ん

でいる。これを利用した応力測定法(音弾性法)は，実物試験が可能であり，偏った 2 つの横波のほかに縦波に対し

ても応力の効果を測定して，応力成分を分離できるなどの利点を有するが， これまでの応力解析法と比べて最も注目

される点は，残留応力の非破壊的測定が可能と考えられることである。理想的な等方性材料であれば，残留応力は，

主として横波の複屈折測定から非破壊的に求めることが出来る。

一般の多結晶金属材料は，通常は等方性体と見なせるものであっても，加工や熱処理に依存する集合組織の存在に

よりある程度の弾性異方性(組織異方性)を示し，異方性のタイプ，程度(強度)は塑性変形や熱処理によって集合

組織が成長(変化)するにつれて変化するO この弾性異方性は一般に程度は弱いが超音波の音速と偏りに伝播方向依

存性をもたらす。一方応力による伝播速度の変化も小さく異方性の効果と同程度であるため，音弾性測定結果には，

一般に応力による効果と弾性異方性による効果が含まれる。非破壊的な残留応力測定のためには，音速変化に含まれ

る両効果の分離すなわち弾性異方性効果の消去方法が重要な課題となっている口

固体中の音速は，国体の温度によっても変化する。実験によれば鋼中を伝わる横波音速が，温度 1 ocの上昇に対し

て約O.45m/s 低下する。この音速変化は，音弾性効果によれば20MPa 程度の応力に相当するので，応力測定のため

には，この温度による音速変化は無視できない。さらに音速は温度・応力の積にも依存して変化すると予想される。

これは応力一音速係数(すなわち音弾性定数)の温度依存性を意味するがこれに関する研究は充分行われていない。

この論文では，まずこの音弾性効果の温度依存性について検討した。縦波および横波の音速は温度に比例して変化

し音速変化に及ぼす温度の効果は応力の効果よりも大き L、。さらにまた，音弾性定数が温度に依存して変化するこ

とを実験的に示した。次に曲げ応力，焼きばめの残留応力，などの具体的応力測定について述べた。ここでは，応力

分布の対称性を利用した主応力差の非破壊的測定も有効となることを示した。また組織異方性と主応力の両主軸方向

が異なる一般の場合には，音速差と偏り方向の測定から主応力差と主応力方向が決定できることを示した。

他方，音速変化に含まれる弾性異方性による効果を積極的に利用する立場も存在するc すなわち弾性異方性による
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音速変化から，塑性変形に伴う集合組織を非破壊的に評価しようとするものである。この論文では基本的な塑性変形

にともなう弾性異方性の変化・進展を定量的に把握しようとしたD そのため試料に引張や圧縮の塑性変形を与えて，

縦波および 2 つの横波の音速変化を測定した。その結果塑性変形による弾性異方性は弱L、平面等方性で近似され，塑

性ひずみに比例して平面等方性が成長することを，実験的に確かめた。また初期異方性と塑性変形によって成長する

平面等方性が合成されて，新たな異方性を呈することを示した。これは応力測定とは別に，集合組織や塑性異方性な

どの材料評価法として有効となる。

論文審査の結果の要旨

機械部品あるいは機械構造物に残留応力が存在すると，設計応力以下の荷重を受けている場合でも，残留応力と重

なって，実際には破断応力に近い応力が生じていて危険な状態になっていることがある。また逆に，最初から使用応

力と逆の符号の残留応力を与えておいて設計応力の範囲を広げておくというように残留応力を有効に利用することも

ある。いずれにしても残留応力を非破壊的に評価することは安全上非常に重要なことであるつ最近，音弾性と呼ばれ

て，超音波を用いて応力を測定する方法が開発されつつある。これは応力が存在することにより弾性波の伝播速度が

変化することを利用するものである。この測定法の問題点として，多結晶金属材料の集合組織による異方性の影響と

音弾性効果の温度依存性がある。前者は集合組織による異方性もまた音速に影響を与えるというものである。本論文

では，まず，音弾性効果の温度依存性について検討を行い，音弾性定数は温度に比例して変化することを実験的に確

かめた。例えば軟鋼にたいしては温度 1 度の変化は音弾性効果にして20MPa 程度の応力に相当することを明らかに

した。また，曲げ応力，はめ込み円板の残留応力および塑性域を有する焼きばめ試料の残留応力を音弾性法で測定す

ると共に歪ゲージ法などの慣用の測定法による結果と比較して良好な結果を得た。これらの測定においては，異方性

の効果を分離するために初期状態の測定も併用しているが，応力分布の対称性や主応力方向があらかじめわかってい

る場合には，残留応力の非破壊測定が可能であることを示している。さらに，塑性変形にともなう集合組織による異

方性の変化を定量的に評価するため， 10%までの圧縮塑性変形を与えた場合についての実験を行い，異方性は弱~，平

面等方性で近似され，塑性ひずみに比例してこれが成長することを明らかにした。また，初期異方性と塑性変形によっ

て成長する平面等方性が合成されて，新たな異方性が形成されることを見いだした口以上のように，本論文は，音弾

性法が残留応力の非破壊評価に利用できることを明らかにし機械部品あるいは機械構造物の安全性の評価に寄与す

るところは大きく博士論文として価値あるものと認める。


